[bookmark: last]様式第1号（第4条、第7条関係）

事業計画書（変更事業計画書）

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業名
	

	事業の区分
	(A) スタート事業　　　　(B) 協働チャレンジ事業

	事業の目的、事業実施により得られる効果など
	

	事業の期間
	交付決定の日から　　　　年　　　月　　　日　まで

	事業の内容

・実施予定日
・内容
・開催場所
・対象
・参加見込人数

※別紙資料添付可
	

	事業費総額
	円
	補助申請額
	円

	一緒に取り組みたい
市の担当課
※協働チャレンジ事業のみ
	

	担当課の役割
※協働チャレンジ事業のみ
※市担当課が記入。複数選択可
	1.広報（市広報紙やSNSによる）　　　2.情報の提供・共有
[bookmark: _GoBack]3.活動場所の提供　　　　　　　　　　4.行政機関等との連絡調整
5.団体の実施するイベント・講座等への参加（講師等含む）
6.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	財源確保策
※協働チャレンジ事業のみ
	

	補助金申請回数
	　　　　　　　　　　　　　　　　回



＜確認事項＞

1.補助対象団体について、該当する右の欄へチェックを入れてください。
	特定の政党を若しくは宗教を支持し、又はこれに反対する活動を行う団体ではありません。
	

	暴力団員等（湖西市暴力団排除条例（平成24年湖西市条例第34号）第2条第3号に規定する暴力団員等をいう。）又は当該暴力団員等と密接な関係を有する団体等の統制下にある活動をしていません。
	

	納税義務者に対して給与の支払いをしていません（給与の支払いをしている場合は、特別徴収確認書（様式第4号）を併せて提出してください）。
	



2.補助対象事業について、該当する右の欄へチェックを入れてください。
	営利を目的とした事業ではありません。
	

	特定の個人又は団体が利益を受ける事業ではありません。
	

	継続又は発展が見込めない事業ではありません。
	

	公序良俗に反する事業ではありません。
	

	湖西市の他の補助金等の交付を受ける見込みはありません。
	

	施設等の建設、修繕又は整備を目的とする事業ではありません。
	

	補助対象事業の企画又は実施について、補助対象団体が主体的に行います。
	



